
７ 事故防止について 

 

１ 事故報告書の提出について  

  

市への報告は義務 

「介護保険サービス事業者における事故発生時の報告の取扱要領」に基づき、介護保険事業者

事故等報告書について、提出してください。 

（令和３年３月より、報告書の様式を変更しました。） 

   

※取扱要領及び報告書様式 

金沢市介護保険課ホームページ 

金沢の介護保険＞ 各種手続き＞ 事業者向け＞介護保険サービス事業者における事故発生時

の報告 

 

＜提出方法＞ 

事故等が発生した場合、速やかに（遅くとも 5 日以内に）報告してください。報告書の提

出方法は電子メールを推奨しますが、FAX や郵送、窓口での提出も受け付けています。 

電子メールで提出する際は、タイトルを「事故報告 第〇報（事業所名）」とし、介護保険課電

子メールアドレス（kaigo@city.kanazawa.lg.jp）宛てに送信してください。 

※重大な事故（死亡事故、トラブルに発展しそうな事故、複数の利用者にまたがる事故等）の場

合は、事故発生後早急に電話で報告の上、書面による報告も行ってください。 

※事業所の利用者および職員が新型コロナウイルス感染症に感染した場合は、事故報告書の

様式で報告してください。 

 

２ 事故発生時の対応について  

  

（１）記録について  

家族への説明のため事故発生から対応方法、収束までを時系列で記録として管理してくださ

い。 

・事故発生時刻、発見者、対応方法や判断、いつ、誰が、どのように家族と話をしたのか。 

・家族からどのような話があったのか、市からの指示、保険会社との協議内容 等 

 

（２）本人・家族への対応について  

入所（居）者・利用者本人又は家族への事故後の対応が不十分だったことにより、事故そのも

のより、 「施設・事業所の対応についての苦情」に発展する事例が多く見受けられます。 

 家族への対応については、事故発生時の連絡のみではなく、事故後に必要な説明・報告・確

認等についても 継続して行い、慎重かつ丁寧な対応をお願いします。  
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（３）事故の原因分析 

原因分析は、職員個人の主観によるものではなく、事業所として客観的に分析した結果を記

載するよう努めてください。 

 

（４）再発防止の対策  

  再発防止策は、「事故の原因分析」の結果に基づき、具体的な対策の記載をしてください。  

・「誰が」「いつ」「何を」「どのように」施設・事業所全体で改善したか。  

・同じ入所（居）者、利用者だけでなく、他の入所（居）者、利用者にも同様の事故が起こり得る

という観点で再発防止策を検討しているか。 

 

 

３ 金沢市における介護事故について 

（件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和３年度は４～９月 

 

事故内容 H28 H29 H30 R 元 R２ R３ 

骨折 292 326 308 356 316 166

創傷・打撲 126 134 117 132 98 66

損傷（軽易なもの） 39 33 32 17 46 13

食中毒・感染症 16 18 15 17 12 40

窒息等 11 5 3 6 6 4

誤薬 17 19 19 20 25 7

死亡 18 12 12 10 14 4

行方不明 18 13 3 8 7 4

法令違反 1 0 0 2 2 0

不明 2 7 1 0 0 4

その他 37 47 36 48 41 16

合計 577 614 546 616 567 324
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・事故件数について、令和２年度と比べると令和３年度は増加傾向にありますが、食中毒・感染

症の件数が特に多くなっています。この多くは、利用者や職員が新型コロナウイルス感染症に

感染したことによるものです。 

・報告書から、居室内での転倒により、骨折する件数が多くなっています。その中には、居室(個

室)にあるトイレでの転倒も含まれています。起床時や、居室内トイレを利用中の、職員の目の

行き届かない時に発生した事故が多いと考えられ、再発防止に向けて、介助方法や見守り体

制の見直し、職員向けの研修の充実を図ってください。 

 

骨折

51%
創傷・打撲

21%

損傷（軽易

なもの）

4%

食中毒・感染症

13%

窒息等

1%

誤薬

2%

死亡

1%

行方不明

1% その他

5%
令和３年４～９月における内訳

骨折

創傷・打撲

損傷（軽易なもの）

食中毒・感染症

窒息等

誤薬

死亡

行方不明

法令違反
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 事故報告書 （事業者→金沢市）

※第１報は、少なくとも1から6までについては可能な限り記載し、事故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に提出すること（メールアドレス：kaigo@city.kanazawa.lg.jp）
※選択肢については該当する項目をチェックし、該当する項目が複数ある場合は全て選択すること

第1報  第 報 最終報告 提出日：西暦　　年　　月　　日

事故状況の程度 入院 死亡 その他（ ）

死亡に至った場合
死亡年月日

西暦 年 月 日

法人名

事業所（施設）名 事業所番号

サービス種別

所在地

電話番号 担当者名

氏名・年齢・性別 氏名 年齢 性別： 男性 女性

サービス提供開始日 西暦 年 月 日 保険者

住所 事業所所在地と同じ

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 自立 事業対象者

Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M

発生日時 西暦 年 月 日 時

居室（個室） 居室（多床室） トイレ 廊下

食堂等共用部 浴室・脱衣室 機能訓練室 施設敷地内の建物外

敷地外

転倒 異食 不明

転落 誤薬、与薬もれ等 その他（ ）

誤嚥・窒息 医療処置関連（チューブ抜去等）

発生時状況、事故内容
の詳細

その他
特記すべき事項

受診(外来･往診)、自施設で応急処置

分頃（24時間表記）

その他（　　　　　　　　　　　　　　）

1事故
状況

2
事
業
所
の
概
要

身体状況

要介護度

認知症高齢者
日常生活自立度

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
3
対
象
者

4
事
故
の
概
要

発生場所

事故の種別
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発生時の対応

受診方法  施設内の医師(配置医含む)が対応
受診
(外来･往診)

救急搬送 その他（ ）

受診先

診断名

切傷・擦過傷 打撲・捻挫・脱臼 骨折(部位：　　　　　　　　　　　　　　　　　)

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

検査、処置等の概要

利用者の状況

配偶者 子、子の配偶者 その他（ ）

西暦 年 月 日

他の自治体 警察 その他

自治体名（ ） 警察署名（ ） 名称（ ）

本人、家族、関係先等
への追加対応予定

医療機関名 連絡先（電話番号）

（できるだけ具体的に記載すること）

8 再発防止策
（手順変更、環境変更、その他の
対応、再発防止策の評価時期および
結果等）

報告した家族等の
続柄

報告年月日

5
事
故
発
生
時
の
対
応

9 その他
特記すべき事項

診断内容

6
事
故
発
生
後
の
状
況

家族等への報告

連絡した関係機関
(連絡した場合のみ)

7 事故の原因分析
（本人要因、職員要因、環境要因の分
析）

（できるだけ具体的に記載すること）
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８ 施設防災計画について 

 

１ 金沢市条例     

「金沢市介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例」ほか 

 

① 施設（事業所）の周辺地域の環境等を踏まえ、災害の種類に応じて施設防災計画を策定

し、定期的に従業者へ周知すること。（義務） 

② 施設防災計画に基づき、非常災害時の関係機関への通報及び関係機関との連携の体

制並びに利用者を円滑に避難誘導するための体制を整備し、定期的に、これらの体制に

ついて従業者及び利用者に周知するとともに、避難訓練、救出訓練その他必要な訓練を

行うこと。（義務） 

③ ②の連携の体制を整備するに当たっては、本市、他の居宅サービス事業者その他の保

健医療サービス又は福祉サービスを提供する者及び地域住民と相互に支援及び協力が

行われるよう整備 

すること。（努力義務） 

④ 訓練の実施に当たっては、地域住民の参加が得られるよう連携すること。（努力義務） 

⑤ 訓練の結果に基づき、施設防災計画の検証を行い、必要に応じて施設防災計画の見直

しを行うものとする。 

⑥ 非常災害時において、身体等の状況が医療機関へ入院し、又は社会福祉施設等へ入所

するに至らない程度の者であって、避難所での生活が適当でないと市長が認めたものの

受入れに配慮すること。（配慮義務） 

    ＊施設防災計画作成については、「高齢者施設における防災計画作成指針（石川県健康福

祉部）」を参考に、作成願います。 

 

２ 防災計画に盛り込む項目について 

（発介保第 273 号「社会福祉施設等における非常災害対策計画（防災計画）の作成・見直し及び避

難訓練の実施について」平成 28 年 11 月 17 日付 に掲載） 

○施設の立地条件 

    川の近く（浸水想定区域）や山際（土砂災害警戒区域）にあるなど、立地条件を確認 

    金沢市が作成するハザードマップを参照するほか、必要に応じて金沢市の防災担当部署と相 

    談 

○災害に関する情報の入手方法 

    「避難準備情報」等の情報について、金沢市からどういった手段で連絡を受けるかを確認して

おく 

○災害時の連絡先及び通信手段の確認 

防災連絡網（職員間の連絡、職員の招集）の作成 

緊急連絡先（利用者の家族、自治体、消防、警察等）の作成 

○災害時の人員体制、指揮系統 

     総括責任者を定める 
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職員別の役割分担を明確にする 

     職員数が少ない時間帯（夜間等）に災害が起きた場合の職員の参集基準を定める 

○避難を開始する時期、判断基準 

金沢市から避難準備情報、避難勧告、避難指示が発表された場合は、速やかに避難 

○避難場所・避難経路 

金沢市と相談し、あらかじめ避難場所、避難経路を複数選定 

○避難方法 

利用者ごとの避難方法を決定 

徒歩での避難が困難な場合、必要な車両数を割り出し、施設車両や職員車両の他、近隣地

域住民の協力車両で必要数を確保できる体制を整える。また、金沢市に応援を求める体制も

整える 

○関係機関との連携体制 

    金沢市や消防機関、近隣の病院、社会福祉施設等と連携を取り、いざというときに協力が得ら

れる体制を構築しておく 

 

３ 災害情報について 

・「金沢ぼうさいドットコム」・・・登録し、気象情報、避難情報などのお知らせをメールで情報収集可能 

・金沢市＞防災・安全ページ・・・防災マップ（各校下版）、土砂災害・洪水・津波避難地図等 

   ＊ホームページには、その他にも防災関連情報が掲載されています。 

 

４ 避難情報について 

「避難準備・高齢者等避難開始」が発令された時点で、介護保険課から施設（事業所）へ

ＦＡＸで連絡しますが、各施設でも「金沢ぼうさいドットコム」で情報収集してください。 
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●「避難勧告」の廃止について（令和３年６月 25 日）  内閣府政策統括官（防災担当） 

令和３年５月に災害対策基本法が改正され、避難勧告と避難指示が避難指示へ一本化されました。

つきましては、「避難確保計画作成の手引き（国土交通省：令和２年６月改定）」等のガイドブックは、

改定されるまでは、「警戒レベル３避難準備・高齢者等避難開始」は、「警戒レベル３高齢者等避難」

に読み替え、「警戒レベル４避難勧告、避難指示（緊急）」は、「警戒レベル４避難指示」に読み替え、

「警戒レベル５災害発生情報」は、「警戒レベル５緊急安全確保」に読み替えて下さい。     
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９ 高齢者虐待防止について 

 

虐待事案が発生することのないよう、高齢者の尊厳の保持にとって虐待防止が極めて重要であ

ることを認識し、施設等での高齢者虐待防止に徹底して取り組んで頂くよう、お願いいたします。  

また、養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止においては、虐待に対する個々の職員へ

の意識啓発に加え、組織全体の問題として捉え対応することが重要です。  

本市では、毎年、全サービス事業者の職員に対する高齢者の虐待防止を目的とした研修を開

催しております。積極的に管理者並びに職員の受講を勧めて頂くとともに、施設内等での伝達研

修に取り組んで頂くようお願いいたします。  

 なお、本市では、引き続き、このような取り組みについて、本市が実施する実地指導などにおい

て確認していくこととしています。  

 

【 厚生労働省の通知 】  

  

・平成 27 年 2 月 6 日付け老発 0206 第 2 号   

 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応の強化につ

いて」  

   

・平成 27 年 11 月 13 日付け老発 1113 第 1 号  

 「養介護施設従事者等による高齢者虐待の再発防止及び有料老人ホームに対する指導の徹底

等について（通知）」  

   

・平成 28 年 2 月 19 日付け老発 0219 第 1 号  

「平成 26 年度『高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対

応状況等に関する調査』の結果及び養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況を踏まえた

対応の強化について（通知）」  

   

・平成 29 年 3 月 23 日付け老発 0323 第 1 号  

 「平成 27 年度『高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく

対応状況等 に関する調査』の結果及び高齢者虐待の状況等を踏まえた対応の強化について

（通知）」 

  

・平成 30 年 3 月 28 日付け老発 0328 第 2 号  

 「平成 28 年度『高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく

対応状況等に関する調査』の結果及び高齢者虐待の状況等を踏まえた対応の強化について

（通知）」  
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・平成 31 年４月 1 日付け老発 0401 第 9 号  

 「平成 29 年度『高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく

対応状況等に関する調査』の結果及び高齢者虐待の状況等を踏まえた対応の強化について

（通知）」  

 

・令和２年３月 24 日付け老発 0324 第 4 号  

 「平成 30 年度『高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対

応状況等に関する調査』の結果及び高齢者虐待の状況等を踏まえた対応の強化について（通

知）」  

 

・令和３年３月 11 日付け老発 0311 第 2 号  

 「令和元年度『高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対

応状況等に関する調査』の結果及び高齢者虐待の状況等を踏まえた対応の強化について（通

知）」  

 

   

※１ 厚生労働省通知掲載 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/boushi/index.

html  

 

 

   

※２ （参考）厚生労働省作成マニュアル  

「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」（H３０．３月改訂）  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000200478.html 
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１０ 業務管理体制の整備に関する届出について 

 

平成 20 年の介護保険法改正により、平成 21 年５月１日から、介護サービス事業者には、

法令遵守等の業務管理体制の整備が義務付けられました。介護サービス事業者が整備すべ

き業務管理体制は、指定又は許可を受けている事業所又は施設（以下「事業所等」といい

ます）の数に応じ定められており、また、業務管理体制の整備に関する事項を記載した届

出書を関係行政機関に届け出ることとされました（介護保険法第 115 条の 32） 

事業所の新規指定や廃止等により、 届出先が変更となった場合には、 変更前と変更後

の双方の行政機関に届出をする必要があります。 

 

（※）令和３年度の介護保険法改正により、「指定事業所が同一中核市内にのみ所在する

事業者」にかかる届出先について、原則「都道府県知事」から「中核市の長」へ変更とな

りました。（指定事業所に介護療養型医療施設を含む場合の事業者を除く。届出先は、都

道府県知事のまま。） 

 令和３年３月 31 日まで、金沢市に届出を行う事業者は、「地域密着型サービス(介護予

防含む)のみを行う事業者で、指定事業所が金沢市内にのみ所在する事業者」でしたが、

令和３年４月１日より、地域密着型サービスを含む、居宅サービスや施設サービス等の「指

定事業所が金沢市内にのみ所在する事業者」となります。 

 

 

 

１ 事業者が行う業務管理体制の整備 

（１）業務管理体制整備の内容 

 

 

 

 

       20 未満        20 以上 100 未満      100 以上 

※ 指定又は許可を受けている事業所等の数 

（みなし事業所（病院等が行う居宅療養管理指導、訪問看護、訪問リハ及び通所リハ事業所）及び 

総合事業における介護予防・生活支援サービス事業所を除く） 

 

 

 

 

 

法令遵守責任者の選任 

 

法令遵守マニュアルの整備 

法令遵守責任者の選任 

業務執行の状況の監査 

法令遵守責任者の選任 

法令遵守マニュアルの整備 
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（２） 届出先（令和３年４月以降） 

区分 届出先 

① 指定事業所が３以上地方厚生局管轄区域に所在する 

事業者 

厚生労働大臣 

② 指定事業所が２以上の都道府県に所在し、かつ、２以下

の地方厚生局管轄区域に所在する事業者 

主たる事務所の所在地の 

都道府県知事 

③ 指定事業所が同一指定都市内にのみ所在する事業者 指定都市の長 

④ 指定事業所が同一中核市内にのみ所在する事業者 

（指定事業所に介護療養型医療施設を含む場合の事業者を

除く。届出先は、都道府県知事） 

中核市の長 

⑤ 地域密着型サービス(介護予防含む)のみを行う事

業者で、指定事業所が同一市町村内にのみ所在す

る事業者 

市町村長 

⑥ ①から⑤以外の事業者 都道府県知事 

 

 

２ 変更届について 

次に掲げる事項に変更があったときは、 遅滞なく、 変更届を提出してください。なお、

指定又は許可を受けている事業所数により、 業務管理体制の整備の内容が変わるため、事

業所の新規指定等で事業者が増加した際には、 法人が整備すべき業務管理体制の内容に変

更がないか確認してください。 

＜届出を要する変更事項＞ 

①  法人の種別、名称（フリガナ） 

②  法人の主たる事務所の所在地、電話番号、ＦＡＸ番号 

③  法人代表者の氏名（フリガナ）、生年月日、住所、職名 

④  事業所等の名称、所在地 

※法人が運営する事業所数の増減により、 整備する業務管理体制の内容が 

変更された場合のみ 

⑤  法令遵守責任者の氏名、生年月日 

⑥  業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

※事業所等の数が 20 以上の法人のみ 

⑦  業務執行の状況の監査の方法の概要 

※事業所等の数が 100 以上の法人のみ） 

 
※ 業務管理体制届出書の様式等 
金沢市介護保険課ホームページ 
金沢の介護保険 ＞ 事業者向け情報＞ 業務管理体制の整備に関する届出 
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○
法
令
遵
守
の
義
務
の
履
行
を
確
保
す
る
た
め
、
業
務
管
理
体
制
の
整
備
を
義
務
付
け
る
こ
と
に
よ
り
、
指
定
取
消
事
案

な
ど
の
不
正
行
為
を
未
然
に
防
止
す
る
と
と
も
に
、
利
用
者
の
保
護
と
介
護
事
業
運
営
の
適
正
化
を
図
る
。

（
業
務
管
理
体
制
整
備
の
内
容
）

2
0
未
満

法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

２
０
以
上
１
０
０
未
満

法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

法
令
遵
守

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備

法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

1
0
0
以
上

法
令
遵
守

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
整
備

法
令
遵
守

に
係
る
監
査

区
分

届
出
先

①
指
定
事
業
所
が
３
以
上
の
地
方
厚
生
局
管
轄
区
域
に
所
在
す
る
事
業
者

厚
生
労
働
大
臣

②
指
定
事
業
所
が
２
以
上
の
都
道
府
県
に
所
在
し
、
か
つ
、
２
以
下
の
地
方
厚
生

局
管
轄
区
域
に
所
在
す
る
事
業
者

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
の
都
道
府
県
知
事

③
指
定
事
業
所
が
同
一
指
定
都
市
内
に
の
み
所
在
す
る
事
業
者

指
定
都
市
の
長

④
指
定
事
業
所
が
同
一
中
核
市
内
に
の
み
所
在
す
る
事
業
者
（
※
２
）

中
核
市
の
長

⑤
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
み
を
行
う
事
業
者
で
、
指
定
事
業
所
が

同
一
市
町
村
内
に
の
み
所
在
す
る
事
業
者

市
町
村
長

⑥
①
か
ら
⑤
以
外
の
事
業
者

都
道
府
県
知
事

【
届
出
先
】

指
定
又
は
許
可
を
受
け
て

い
る
事
業
所
数
（
※
１
）

（
※
１
）
事
業
所
数
に
は
、
介
護
予
防
事
業
所
は
含
む
が
、
み
な
し
事
業
所
及
び
総
合
事
業
に
お
け
る
介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
は
、
含
ま
な
い
。

（
み
な
し
事
業
所
と
は
、
病
院
等
が
行
う
居
宅
サ
ー
ビ
ス
（
居
宅
療
養
管
理
指
導
、
訪
問
看
護
、
訪
問
リ
ハ
及
び
通
所
リ
ハ
）
で
あ
っ
て
、
健
康
保
険
法
の
指
定
が
あ
っ
た
と
き
、

介
護
保
険
法
の
指
定
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
て
い
る
事
業
所
の
こ
と
。

（
※
２
）
指
定
事
業
所
に
介
護
療
養
型
医
療
施
設
を
含
む
場
合
の
事
業
者
を
除
く
。
（
届
出
先
は
、
都
道
府
県
知
事
）

１

１
介
護
保
険
事
業
者
に
お
け
る
業
務
管
理
体
制
の
整
備
と
届
出
先
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２
業
務
管
理
体
制
の
整
備

方
針
の
策
定

規
程
・
体
制

の
整
備

評
価
・
改
善

【
法
令
等
遵
守

※
１
態
勢

※
２
の
概
念
図
】

【
事
業
所
数
１
０
０
以
上
の
事
業
者
】

○
法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

○
法
令
遵
守
規
程
の
整
備

○
法
令
遵
守
に
係
る
監
査
の
実
施

【
事
業
所
数
２
０
以
上
１
０
０
未
満
の
事
業
者
】

○
法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

○
法
令
遵
守
規
程
の
整
備

【
事
業
所
数
２
０
未
満
の
事
業
者
】

○
法
令
遵
守
責
任
者
の
選
任

〈
事
業
者
自
ら
の
取
り
組
み
〉

〈
法
令
に
よ
る
義
務
付
け
〉

業
務
管
理
体
制
は
、
事
業
者
自
ら
組
織
形
態
に
見
合
っ
た
合
理
的
な
体
制
を
整
備
す
る
も
の
で
あ

り
、
事
業
者
の
規
模
や
法
人
種
別
等
に
よ
り
異
な
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。
ま
た
、
省
令
で
定
め
る
整
備

の
基
準
は
、
事
業
者
が
整
備
す
る
法
令
等
遵
守
態
勢
の
一
部
で
あ
る
こ
と
に
留
意
す
る
。

※
１
法
令
等
遵
守
と
は
、
単
に
法
令
や
通
達
の
み
を
遵
守
す
る
の
で
は
な
く
、
事
業
を
実
施
す
る
上
で
必
要
な
法
令
の
目
的
（
社
会
的
要
請
）
や
社
会
通
念
に
沿
っ
た
適
応
を

考
慮
し
た
も
の
。

※
２
「
態
勢
」
と
は
、
組
織
の
様
式
（
体
制
）
だ
け
で
な
く
、
法
令
等
遵
守
に
対
す
る
姿
勢
や
体
制
づ
く
り
へ
の
取
組
み
を
指
し
て
い
る
。

（
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
）

（
Ｄ
Ｏ
）

（
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
ＩＯ
Ｎ
）

２
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３
業
務
管
理
体
制
の
監
督
体
制
等

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者

業
務
管
理
体
制
の
監
督
権
者

【
国
】

指
定
事
業
所
又
は
施
設
が
３
以
上

の
地
方
厚
生
局
の
管
轄
区
域
に

所
在
す
る
事
業
者

【
市
町
村
】

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の

み
を
行
う
事
業
者
で
、
指

定
事
業
所
が
同
一
市
町
村

内
に
所
在
す
る
事
業
者

【
都
道
府
県
】

同
一
都
道
府
県
内
に
指
定
事

業
所
又
は
施
設
が
所
在
す
る

事
業
者
及
び
事
業
所
が
二
以

上
の
都
道
府
県
に
所
在
す
る
事

業
者
で
、
当
該
都
道
府
県
に
法

人
本
部
が
所
在
す
る
事
業
者

（
３
以
上
の
地
方
厚
生
局
管
轄

区
域
に
事
業
所
が
所
在
す
る
事

業
者
を
除
く
）

事
業
所
等
の
指
定
等
権
者

【
都
道
府
県
】

・
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

・
介
護
予
防
支
援
事
業
所

・
介
護
保
険
施
設

【
市
町
村
】

・
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

・
居
宅
介
護
支
援
事
業
所

居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
所

介
護
保
険
施
設地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

事
業
所

・
業
務
管
理
体
制
の
整
備
に
関
す
る
届
出

（
法
第
１
１
５
条
の
３
２
第
２
項
）

・
事
務
に
関
す
る
報
告
、
助
言
・
勧
告
（
法
第
１
９
７
条
第
２
項
）

・
報
告
、
質
問
、
立
入
検
査
の
実
施

（
法
第
１
１
５
条
の
３
３
）

・
指
定
事
業
所
等
の

監
査
の
実
施
等

等

（
法
第
１
１
５
条
の
３
３
第
２
項
）

（
法
第
１
１
５
条
の
３
３
第
３
項

等
）

・
指
定
事
業
所
等
の
監
査
情
報
の
提
供

・
報
告
等
の
権
限
行
使
の
際
の
連
携

・
指
定
等
権
者
か
ら
の
報
告
等
実
施
の
要
請

等
・
勧
告
、
命
令
等
（
法
第
１
１
５
条
の
３
４
）

（
法
第
７
６
条
第
１
項

等
）

【
指
定
都
市
】

指
定
事
業

所
又
は
施

設
が
同
一

市
指
定
都

市
の
区
域

に
所
在
す

る
事
業
者

（
法
第
1
9
7
条
第
3
項
）

・
事
務
に
関
す
る
報
告
、
助
言
・
勧
告

３

指
定
事
業

所
又
は
施

設
が
同
一

市
中
核
市

の
区
域
に

所
在
す
る

事
業
者

【
中
核
市
】

届
出
に
関
す
る
連
携
（
法
第
１
１
５
条
の
３
２
第
５
項
） 【
指
定
都
市
・
中
核
市
】
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特
別
検
査

指 定 権 者 に よ る 指 定 事 業 所 の 監 査 に お い て

事 業 所 の 指 定 取 消 処 分 相 当 事 案 発 覚

事 業 者 本 部 等 へ の 立 入 検 査 等

改 善 勧 告

改
善
報
告
書
提
出

期
限
内
に
勧
告
に
従
わ
な
か
っ
た
と
き
は
、

そ
の
旨
「
公
表
」
す
る
こ
と
が
で
き
る 弁 明 の 機 会 の 付 与

改 善 命 令

公 示

都 道 府 県 等 に 立 入 検 査 等 の 結 果 通 知

他 の 指 定 事 業 所 の 指 定 ・ 更 新 の 拒 否

（
指
定
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
指
定
取
消
処
分
相
当
事
案
が
発
覚
し
た
場
合
に
実
施
）

正
当
な
理
由
が
な
く
て
そ

の
勧
告
に
係
る
措
置
を

と
ら
な
か
っ
た
と
き
公
表

改
善
報
告
書
提
出

命
令
違
反

し
た
と
き

当 該 事 業 所

の 指 定 取 消

組
織
的
関
与
が
認
め

ら
れ
た
場
合

（ 連 座 制 の 適 用 判 断 ）

組
織
的
関
与
が
認
め
ら

れ
な
か
っ
た
場
合

他 の 事 業 所

は 指 定 ・ 更 新

不
備
が
認
め
ら

れ
た
と
き

一
般
検
査 報 告 等 を 求 め 届 出 内 容 の 確 認

出 頭 を 求 め 運 用 状 況 を 聴 取

事 業 者 本 部 等 へ の 立 入 検 査

改
善
報
告
書
提
出

改
善
が
見
込
ま
れ
な
い

と
き

※
効
率
的
か
つ
効
果
的
に
実
施
す
る
観
点
か
ら
、
分
け
て
実
施
す
る
こ
と
な
く
、

事
業
者
側
に
出
向
き
報
告
等
を
聴
取
す
る
こ
と
は
差
し
支
え
な
い
。

た
だ
し
、
こ
れ
は
報
告
の
徴
収
等
で
あ
り
立
入
検
査
で
は
な
い
こ
と
に
留
意
す
る
。

以
降
の
手
順
等
に
つ
い
て
は
、

特
別
検
査
に
同
じ
。

（
届
出
の
あ
っ
た
業
務
管
理
体
制
の
整
備
・
運
用
状
況
を
確
認
す
る
た
め
に
定
期
的
に
実
施
）

４

４
業
務
管
理
体
制
整
備
等
の
監
督
方
法
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５
業
務
管
理
体
制
を
構
築
す
る
プ
ロ
セ
ス
と
監
督
の
イ
メ
ー
ジ

（
会
社
法
に
よ
り
求
め
ら
れ
る
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
）

株
主
総
会

取
締
役
会

代
表
取
締
役
等

各
事
業
部
門
・

事
業
所
等

（
監
督
）

（
A
）
基
本
方
針
の
決
議

（
監
督
） （
Ｂ
）
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
体
制

（
業
務
管
理
体
制
含
む
）
の
整
備

・
リ
ス
ク
管
理
体
制

・
情
報
の
保
存
、
管
理
体
制

・
監
査
の
実
効
性
確
保
体
制

等

（
指
示
）

（
報
告
）

（
報
告
）

監
査
役

（
Ｄ
）
（
A
に
つ
き
）

事
業
報
告

(E
）
監
査
報
告

会 計 監 査 人

（
連
絡
）

（
Ｃ
）
（
A
、
Ｂ
に

つ
き
）
監
査

取
締
役

A
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
の
基
本
方
針
の
決
議

代
表
取
締
役

Ｂ
（
A
を
受
け
）
内
部
統
制
シ
ス
テ
ム
の
体
制
の
整
備

Ｄ
A
の
概
要
を
事
業
報
告
に
記
載
し
、
取
締
役
会
を
経
て
株
主
総
会
に
報
告

監
査
役

Ｃ
（
A
、
Ｂ
に
つ
き
）
監
査

E
（
Ｃ
に
つ
き
）
株
主
総
会
に
監
査
報
告

【
立
入
検
査
で
の
法
令
等
遵
守
態
勢
の
確
認
の
視
点
】

１
方
針
の
策
定

①
法
令
等
遵
守
の
状
況
を
的
確
に
認
識
し
、
法
令
等
遵
守
態
勢
の

整
備
・
確
立
に
向
け
た
方
針
及
び
具
体
的
な
方
針
を
検
討
し
て
い
る

か
。

②
法
令
等
遵
守
に
係
る
基
本
方
針
を
定
め
組
織
全
体
に
周
知
さ
せ

て
い
る
か
。

③
方
針
策
定
の
プ
ロ
セ
ス
の
有
効
性
を
検
証
し
、
適
時
に
見
直
し
て

い
る
か
。

２
内
部
規
程
・
組
織
体
制
の
整
備

①
法
令
等
遵
守
方
針
に
則
り
、
内
部
規
程
等
を
策
定
さ
せ
組
織
内

に
周
知
さ
せ
て
い
る
か
。

②
法
令
等
遵
守
に
関
す
る
事
項
を
一
元
的
に
管
理
す
る
態
勢
（
体

制
）
を
整
備
し
て
い
る
か
。

③
各
事
業
部
門
等
に
対
し
、
遵
守
す
べ
き
法
令
等
、
内
部
規
程
等

を
周
知
さ
せ
、
遵
守
さ
せ
る
態
勢
を
整
備
し
て
い
る
か
。

３
評
価
・
改
善
活
動

①
法
令
等
遵
守
の
状
況
を
的
確
に
分
析
し
、
法
令
等
遵
守
態
勢
の

実
効
性
の
評
価
を
行
っ
た
上
で
、
問
題
点
等
に
つ
い
て
検
証
し
て
い

る
か
。

②
検
証
の
結
果
に
基
づ
き
、
改
善
す
る
態
勢
を
整
備
し
て
い
る
か
。

届 出 ・ 運 用 状 況 確 認 等

・
法
令
等
遵
守
体
制

５
（
注
）
シ
ス
テ
ム
の
図
は
、
監
査
役
設
置
会
社
を
ベ
ー
ス
と
し
一
例
示
し
た
も
の
で
あ
り
、
事
業
者

の
規
模
や
法
人
種
別
等
に
よ
り
異
な
る
こ
と
に
留
意
す
る
こ
と
。
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指定事業所が同一中核市内にのみ所在する事業者にかかる届出先について、

原則都道府県知事から中核市の長へ変更となります。
なお、この法改正に伴う、届出書の提出は必要ありません。

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」

（令和元年法律第26号）により介護保険法（平成９年法律第123号）の一部が改正されました。

令和３年４月１日から
介護サービス事業者の業務管理体制の整備に係る

届出書の届出先が一部変わります

厚生労働省老健局総務課介護保険指導室

区　分
届出先
（現行）

届出先
（令和３年４月１日以降）

①　指定事業所が三以上の地方厚生局
　管轄区域に所在する事業者

厚生労働大臣 厚生労働大臣

②　指定事業所が二以上の都道府県に
　所在し、かつ、二以下の地方厚生局

　管轄区域に所在する事業者

主たる事務所の所在地の
都道府県知事

主たる事務所の所在地の
都道府県知事

③　指定事業所が同一指定都市内にの
　み所在する事業者

指定都市の長 指定都市の長

④　指定事業所が同一中核市内にのみ

　所在する事業者 （※）
都道府県知事 中核市の長

⑤　地域密着型サービス(予防含む)の
　みを行う事業者で、指定事業所が
　同一市町村内にのみ所在する事業者

市町村長 市町村長

⑥　①から⑤以外の事業者 都道府県知事 都道府県知事

（※）指定事業所に介護療養型医療施設を含む場合は除く（届出先は都道府県知事のまま）
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受付番号  

 

業務管理体制の整備（区分の変更）に係る届出書 

年  月  日  

（あて先）金沢市長     

 

住 所 

（所在地） 

届出者   氏 名           

（名称及び代表者の氏名）                

 

 介護保険法第 115 条の 32 第 2 項（第 4 項）の規定により業務管理体制の整備（区分

の変更）について届け出ます。 

事業者（法人）番号             １ ７    
１ 届出の内容 
 (1)介護保険法第 115 条の 32 第 2 項関係（整備） 

(2)介護保険法第 115 条の 32 第４項関係【区分の変更 （区分変更前）（区分変更後）】 

２ 
 
事 
 
業 
 
者 

フリガナ 
名  称 

 
 

住  所 
（主たる

事務所の

所在地） 

（郵便番号   －    ） 
 

（ビルの名称等） 

連絡先 電話番号  FAX 番号  
法人の種

別  

代表者の

職名・ 
氏名・生年

月日 

職 名  
フリガナ 
氏 名 

 

生年月日  年 月 日 
 

代表者の

住所 

（郵便番号   －    ） 

（ビルの名称等） 
３ 事業所等

の名称等及び

所在地 

事業所等の 
名   称 

指定（許可）年月日 
介護保険事業所番号 
（医療機関等コード） 

所 在 地 

 
計  カ所 

   

４ 介護保険法

施行規則第 140
条の 40 第１項第

2号から第４号ま

でに規定する届

出事項 

第２号 
フリガナ  

生年月日 年 月 日 
法令遵守責任者の氏名  

第３号 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要（別添資料のとおり） 

第４号 業務執行の状況の監査の方法の概要（別添資料のとおり） 
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備考  

１ 新規に業務管理体制を整備した事業者及び業務管理体制を届け出た後、事業所等の

指定や廃止等に伴う、事業展開地域の変更により、届出先区分の変更が生じた事業者

は、この様式を用いて関係行政機関に届け出てください。 

  なお、届出先区分の変更が生じた事業者は、区分変更前と区分変更後の行政機関の

それぞれに届出が必要です。 

届出先区分  届出先  
事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区域に所在

する事業者  
厚生労働大臣  

事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し、か

つ、２以下の地方厚生局の管轄区域に所在する事

業者  

事業者の主たる事務所が所在する

都道府県知事  

事業所等が同一中核市内にのみ所在する事業者  中核市長  
地域密着型サービス（地域密着型介護予防サービ

スを含む。）のみを行う事業者で、事業所等が同

一市町内に所在する事業者  
市町長  

上記以外の事業者  都道府県知事  
 

２ 「２ 事業者」の「法人の種別」欄は、事業者が法人である場合に「社会福祉法

人」、「医療法人」、「一般社団法人」、「一般財団法人」、「株式会社」等の別

を記載してください。 

３ 事業者の名称、住所、法人の種別、代表者の職名、代表者の住所等は、登記内容

と一致しているか確認の上記載してください。 

４ 「３ 事業所等の名称及び所在地」については、みなし事業所を除いた事業所等

を記入し、「事業所名称」欄に事業所等の合計の数を記入してください。書ききれ

ない場合は、記入を省略し、別添資料として差し支えありません。（既存の資料の

写し可） 

５ 「４ 介護保険法施行規則第 140 条の 40 第１項第２号から第４号までに規定す

る届出事項」については、事業所等数が、２０以上の事業者にあっては第３号の届

出、１００以上の事業者にあっては第４号の届出が必要となります。第２号につい

ては、その氏名(ﾌﾘｶﾞﾅ)及び生年月日を記入してください。第３号及び第４号を届

け出る場合は、別添資料としてください。 

５ 
区

分

変

更 

区分変更前行政機関名称 

担当部（局）課  

事業者（法人）番号  
区分変更の理由  
区分変更後行政機関名称 

担当部（局）課  

区分変更日    年   月   日 
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受付番号  

 

業務管理体制に係る届出事項の変更届出書 

年  月  日  

（あて先）金沢市長     

 

住 所                 
 (所在地)                

届出者  氏 名                 
(名称及び代表者の氏名)        

 

 介護保険法第１１５条の３２第３項の規定により業務管理体制に係る届出事項の変
更について届け出ます。 

 

変更の内容  

（変更前）  
 
 
 
 
 
（変更後）  
 
 
 
 
 
 

事業者（法人）番号 A            １ ７    

変更があった事項 

１ 事業者の名称、法人の種別  

２ 事業者の住所（主たる事務所の所在地）、電話番号、ＦＡＸ番号 

３ 代表者氏名、生年月日                

４ 代表者の住所、職名 

５ 事業所等の名称及び所在地 

６ 法令遵守責任者の氏名及び生年月日 

７ 業務が法令に適合することを確保するため規程の概要 

８ 業務執行の状況の監査の方法の概要 
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備考 

１ 事業者の名称、住所、法人の種別、代表者の職名、代表者の住所等は、登記内容と

一致しているか確認の上記載してください。 

２ 「変更があった事項」の該当項目番号に○を付け、「変更の内容」に具体的に記入

してください。 

  なお、書ききれない場合は、変更の概要を記入の上、別添資料として差し支えあり

ません。（既存の資料の写し可） 

３ 「５ 事業所等の名称及び所在地」については、みなし事業所を除いた事業所等の

指定や廃止等により事業所等の数に変更が生じ、整備する業務管理体制が変更された

場合にのみ届け出てください。 

  この場合、「変更前」欄と「変更後」欄のそれぞれに、指定等事業所等の合計の数

を記入し、「変更後」欄に追加又は廃止等事業所等の名称称、指定（許可）年月日、

介護保険事業所番号（医療機関等コード）、所在地を記入してください。書ききれな

い場合は、記入を省略し、別添資料として差し支えありません。 

４ 「７ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要」及び「８ 業務執

行の状況の監査の方法の概要」については、事業者の業務管理体制の変更を行う場合

（組織の変更、規程の追加等）に届け出てください。規程の字句の修正等体制に影響

を及ぼさない軽微な変更は、届出の必要はありません。 
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１１ 地域密着型サービスについて 

 

１ 市外被保険者の取り扱いについて 

 

市外の被保険者は、原則、地域密着型サービスの利用はできません。（例外として利用できる

のは、住所地特例対象者、被災地からの避難者、みなし指定の対象者等です。） 

市外から転入してきた場合、口頭確認だけではなく、必ず被保険者証で本市被保険者であ

ることを確認したうえで、サービス提供を開始してください。 

 

本市被保険者として現に利用されている場合であっても、利用者家族等が住民票を市外に異

動したことにより、保険給付が受けられなくなるケースが発生しています。 

契約する際に、地域密着型サービスの趣旨を十分にご説明したうえで、住民票を異動される際

には事前に事業所にご相談いただく等の対応が必要です。 

 

 

２ 住所地特例対象者への地域密着型サービス等の提供ついて 

 

■住所地特例とは（施設入所者の住所地特例）（法第 13 条） 

介護保険制度では原則、住民票のある住所地の市町村の被保険者となりますが、施設が所在

する市町村の財政負担が集中することを避けるため、他の市町村にある介護保険施設に入所し、

住民票を移した場合でも、転入する前の市町村が被保険者となります。この仕組みを住所地特例

といいます。 

 

■対象施設 

・介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院 

・有料老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅 

 

■住所地特例対象者への地域密着型サービス等の提供 

（法第 42 の２、第 52 の２、第 115 条の 45 等） 

 住所地特例対象者は保険者が転入前の市町村であることから、これまで住民票のある市町村の

地域密着型サービスを利用することはできませんでした。しかし平成 27 年４月から地域包括ケア

システムの観点から以下の地域密着型サービスのみ利用することができるようになりました。 

 

 特定地域密着型サービス（法第８条 14 項） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護・夜間対応型訪問介護 

・（介護予防）認知症対応型通所介護・（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

・看護小規模多機能型居宅介護 
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・地域密着型通所介護（平成 28 年４月から） 

 

※ 地域密着型サービスを利用する際は、介護保険被保険者証を確認し、利用できるサービス

に注意し本市被保険者であることを確認した上でサービス提供を開始してください。 

 

 

 

３ 地域密着型サービス事業者の研修について 

 

〇必要な研修を修了していない職員を計画作成担当者に交代した場合は、人員基準欠如となり、

減算を行うこととなります。 

 ただし、突然の離職等により人員基準欠如となった場合には、新たに計画作成担当者を配置し、

かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県に研修の申込を行い、当該計画作成担当者が研修を

修了することが確実に見込まれる場合は、当該研修を修了するまでの間は減算対象としない取り

扱いとなっています。 

★管理者の場合、交代時の都道府県における研修の開催状況等を踏まえ、新たに管理者を配置

し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県の研修の申込を行い、当該管理者が研修を修了

することが確実に見込まれる場合は当該管理者が研修を修了していない場合であっても差し支え
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ないとされています。 

★代表者の場合、交代時に研修が開催されていないことにより、当該代表者が研修を修了してい

ない場合、代表者交代の半年後又は次回の研修日程のいずれか早い日までに研修を修了する

ことで差し支えないとされています。 

★職員の急な退職、体調不良等により、事業者で早急に求人等を行ったにもかかわらず、研修修

了者の雇用が間に合わなかった等のために、研修を修了していない職員を配置せざるを得ない

状況になる場合には、必ず事前に介護保険課までご相談ください。 

★研修を修了していない職員を配置せざるを得ない状況になる場合、理由を記載の上、必要な

研修を受講させる旨の「誓約書」「確約書」等（任意様式）をご提出ください。 

★研修受講予定の者が受講できなくなった場合は、減算が適用される場合がございますので、速

やかに介護保険課にご報告ください。 

★なお、事業所の新規指定時には、原則どおり研修修了者を配置する必要があります。 
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１２ その他 

 

 

〇訪問介護における同一建物減算の考え方について 

 

 訪問介護における同一建物減算の考え方については、平成 30 年度介護報酬改定において示

されているところでありますが、金沢市では以下のように解釈をしておりますので、ご確認くださ

い。 

 

１．「同一敷地内建物等」に居住する利用者について 

 １月当たりの利用者 

１～49 人の場合 50 人以上の場合 

①指定訪問介護事業所と同一の敷地内又は隣接

する敷地内の建物 

②指定訪問介護事業所と同一の建物 

に居住する利用者にサービス提供を行った場合 

10％減算 15％減算 

 

２． １以外に居住する利用者について 

 当該建物に居住する１月当たりの利用者 

１～19 人の場合 20 人以上の場合 

上記以外の建物に居住する利用者に対してサービ

ス提供を行った場合 
減算適用なし 10％減算 

 

 

※参考 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）別表１

注 10 

指定訪問介護事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは

指定訪問介護事業所と同一の建物(以下この注において「同一敷地内建物等」という。)に居住す

る利用者(指定訪問介護事業所における1月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居

住する建物に居住する利用者を除く。)又は指定訪問介護事業所における 1 月当たりの利用者が

同一の建物に 20 人以上居住する建物(同一敷地内建物等を除く。)に居住する利用者に対して、

指定訪問介護を行った場合は、1 回につき所定単位数の 100 分の 90 に相当する単位数を算定し、

指定訪問介護事業所における 1 月当たりの利用者が同一敷地内建物等に 50 人以上居住する建

物に居住する利用者に対して、指定訪問介護を行った場合は、1 回につき所定単位数の 100 分

の 85 に相当する単位数を算定する。 
 

86



〇（介護予防）福祉用具貸与、特定（介護予防）福祉用具貸与事業所の人員配置基準につ

いて 

 

 （介護予防）福祉用具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売の管理者について、従来本市では

「管理者が福祉用具専門相談員を兼務している場合、管理者に従事している時間を福祉用具専

門相談員としての勤務時間に含める」としていました。この解釈について、令和４年度以降、管理

者としての勤務時間は福祉用具専門相談員としての勤務時間に含めないことといたします。 

 

 

〇指定通知書等の保管の徹底について 

 

 指定通知書や指定更新通知書等について、紛失等により再発行のご依頼をいただくことが増

えております。指定通知書等の通知書類については、厳重な保管を徹底していただきますようお

願いいたします。なお、本市では紛失等による再発行はご対応いたしかねますのでご了承くだ

さい。 

 

 

〇ケアプラン、重要事項説明書の利用者印について 

 

 ケアプラン、重要事項説明書に係る同意について、利用者本人の署名がある場合、利用者の

捺印は不要とします。 

 

 

〇コロナ過における運営推進会議の開催について 

 

地域密着型サービス事業者は、おおむね２月に１回以上（定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者、地域密着型通所介護事業者においては、おおむね６月に１回以上）運営推進会議を

行うこととされています。 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、集合形式による開催を中止し、文書による開催を行

う場合には、報告する予定の事項を運営推進会議の構成員に書面で報告（以下「書面」）し、報告

日と書面による報告を受けた構成員を記録（以下、「記録」）し、議事録として「書面」と「記録」（まと

めて１つの書類でも可）を介護保険課へ提出していただくことで、当面の間は運営推進会議を実

施したとみなします。 

 なお、「書面」における利用者状況、行事・活動報告等の報告事項の記載漏れや、「記録」にお

ける報告日（開催予定日）や構成員（利用者、利用者家族、町内会役員、民生委員、市町村、地

域包括支援センター等）の記載漏れが多くみられますので、漏れのないよう報告をお願いいたし

ます。 
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また、報告日（開催予定日）の記載は、「〇月中旬」ではなく、「〇月〇日」で、「書面」と「記録」

は、報告日（開催予定日）の属する月の翌月 15 日までに、数回分をまとめてではなく実施するごと

に提出いただきますよう、ご協力お願い致します。 

 

 

 

〇ご質問のご連絡手段について 

 

金沢市では、日々、介護サービス事業者である皆様方からご質問を頂いておりますが、電話に

よるご質問が多数となり、その場で対応することが困難な状況になっております。また、実地指導、

会議等で担当者が不在の場合も多く、皆様には大変ご迷惑をおかけしております。 

  つきましては、加算や運営基準等については、ＦＡＸ・電子メール等で質問内容を送って

いただきますよう、御協力お願いいたします。 

また、日々多くの質問をお受けしている関係上、回答までにお時間を要しています。まずは、金

沢市条例及び介護保険事業者向け Q&A 等の各種資料でご確認いただきますようお願いいた

します。 

 

※ＦＡＸ            ０７６－２２０－２５５９ 

電子メールアドレス   kaigo@city.kanazawa.lg.jp 

 

※金沢市の条例   金沢の介護保険 ＞事業者向け情報＞介護サービス指定基準 

 

※厚生労働省ホームページ ホーム ＞政策について ＞分野別の政策一覧 

                ＞福祉・介護＞介護・高齢者福祉＞介護サービス関係Ｑ＆Ａ  

 

 

〇電話番号、FAX 番号及びメールアドレス変更時のご連絡について 

 

 金沢市では、事業者の皆様との連絡手段といたしまして、新規指定時等に皆様からお伝えいた

だいた電話番号、FAX 番号及びメールアドレスを活用しております。緊急時等の連絡手段確保の

ため、これらを変更された場合は金沢市介護保険課へご連絡をいただきますよう、御協力をお願

いいたします。 
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